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新年明けましておめでとうござい
ます。
年頭にあたり謹んでご挨拶を申し

上げます。

2009年の世相を表す｢今年の漢字｣
は、｢新｣と発表されました。
政権交代による新政権誕生、イチロ

ー選手の9年連続200安打新記録、石
川遼プロゴルファーの史上最年少賞金
王達成、新型インフルエンザの上陸な
どによるものであります。

景気の状況は、前半、麻生政権が打
ち出した緊急経済対策により少し明る
さが感じられましたが、後半は、政権
交代による様々な変化を痛感するとと
もにデフレに円高が追撃し、雇用の悪
化をはじめ不況感が漂い、特に地方を
覆う暗雲は一層低く垂れ込めた様相で
ありました。
さまざまな“新しいこと”に期待し、
不安を感じながら希望を抱いた年であ
ったと振り返るところであります。

2010年は、景気の｢二番底｣に落ち
込むとの懸念も強く、国が総力を挙げ
て危機を乗り越えなければならない年
であると考える次第であります。
速攻かつ実効性のある経済成長戦略

や産業育成政策の展開を強く望むとこ
ろであります。
世の中が新たな一歩を踏み出した昨

年、新しい年に大きな期待を寄せると
ころであります。

建設産業界にとって2010年は、国
の公共事業費の削減をはじめとして地
方公共団体の財政の不透明などによ

り、一層の厳しさが予想されますが、
取り巻く環境の変化や社会のニーズに
対応するため、従前にもまして品質確
保と安全施工に努めながら温室効果ガ
スの削減や環境にやさしい工事・サー
ビスを提供できる建設産業を目指し、
意識改革と構造改革を進め、地域に必
要不可欠な基幹産業として粛々と役割
を果たすことが肝要と考えるところで
あります。

本会は、会員の資源である人材の確
保・育成をはじめ技術の伝承について
集中と選択のもとに会員の自主的な取
り組みを総合的にサポートして参る所
存であります。
さらには、自然災害等への応援体制

を整えるなど、県民の安心かつ安全に
生活できる環境づくりに一層貢献して
参る所存であります。

関係各位のご支援ご協力を賜れば幸
に存じます。
皆様のご健勝とご繁栄を心よりご祈

念申し上げます。

会 長

菅 原 三 朗

年 頭 所 感
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新年明けましておめでと
うございます。
協会の皆様におかれまし
ては、清々しい気持ちで新
年をお迎えのことと、心か
らお慶び申し上げます。
昨年を振り返りますと、

二つの明るいニュースがあ
りました。
まず、全国学力・学習状
況調査において、本県の小
中学生が3年連続トップク
ラスの成績を収めることが
できました。
これは、児童・生徒や学

校の努力はもちろんのこ
と、家庭や地域の総合的な
教育力が確かなものである
ことの証であり、大変喜ば
しく思っております。
また、八峰町出身で微

生物学者の日沼頼夫氏が、
ヒトがんウイルス研究の
功績により文化勲章の受
賞という嬉しい出来事も
ありました。
皆様とともに喜びを分か
ち合いたいと思います。
一方、県内の経済・雇用

情勢は、生産に一部持ち直
しの動きがみられ、県の経
済・雇用対策など公共投
資が景気を下支えしてい
るものの、経済全体として
は停滞感が続いており、今
春の新規高卒者に対する県
内求人が例年になく落ち込

むなど、雇用環境は依然と
して厳しい状況となってお
ります。
こうした状況を踏まえ、

県としては、高卒者の県
内就職促進のための緊急
的な対策など、就職支援
に全力を挙げて取り組ん
でおります。
また、4月には、県政運

営の指針となる新プラン
「ふるさと秋田元気創造戦
略（仮称）」をスタートさ
せます。
本県には、鉱山技術を活
用した環境リサイクル産業
や日本海側の電子産業など
の集積があり、中国、ロシ
アといった経済成長が著し
い環日本海圏域経済のもと
で、秋田港を拠点とした本
格的な環日本海時代の到来
が視野に入ります。
そのため、秋田の地理的
優位性を活かした交流拠点
の形成に向けて、高速道路
や港湾など、東アジアとの
物流・交流を支えるネット
ワークの整備を進めてまい

ります。
また、厳しい経済・雇用
情勢への迅速な対応や新エ
ネルギーに着目した新産
業の育成など、喫緊の課
題への対応や、将来の秋
田の発展にとって不可欠
な政策をタイムリーに打
ち出し、戦略的に取り組
んでまいります。
このような取組を通し

て、県民の皆様とともに、
元気な「ふるさと秋田」を
創っていきたいと考えてお
ります。
会員の皆様には、県民

の安全で快適な生活と県
内の産業基盤を支える専
門家集団としての立場か
ら、新プランの推進にご
協力いただきますようお
願いいたします。
結びに、貴協会の今後ま
すますのご発展と、会員の
皆様のご活躍をお祈り申し
上げ、年頭にあたってのご
あいさつといたします。

新 年 を 迎 え て
秋 田 県 知 事

佐 竹 敬 久

年 頭 の ご あ い さ つ
秋 田 県 建 設 交 通 部 長

加 藤 修 平

新年明けましておめで
とうございます。
協会の皆様におかれま

しては、健やかに新年を
お迎えのことと、心から
お慶び申し上げます。
さて、昨年を振り返りま

すと、県内需要の拡大を図
るため、公共事業を積極的
に推進したことから、県土
の基盤整備を着実に進める
ことができました。
2、3例示いたしますと、

大館能代空港や日本海沿
岸東北自動車道へのアク
セス道路となる主要地方

道鷹巣川井堂川線と都市
計画道路太田川口線が開
通いたしました。
また、これまで度重なる

氾濫被害を受けている秋田
市の新城川で、洪水時のネ
ックとなっているJR橋の架
替工事に着手したほか、小
坂町の砂子沢ダムにおいて
試験湛水を開始することが
できました。
こうした公共基盤整備に
対して貴協会のご尽力に改
めて感謝申し上げます。
さて、本年は、県政運

営の新たな指針となる
「ふるさと秋田元気創造戦
略（仮称）」が4月からス
タートします。
このプランに基づき、

厳しい経済・雇用情勢へ
の迅速な対応や、環日本
海貿易の振興などの政策

を打ち出し、元気な「ふ
るさと秋田」を作るため
の取組みを進めることと
しております。
建設交通部関係では、

環境リサイクル技術の集
積などの地域資源を活か
し、経済成長が続く東ア
ジアとの環日本海交流を
深めるため、高速道路網
の整備促進や秋田港の機
能強化など、物流・交流
を支えるネットワークの
整備をプラン実現に向け
た重点事業として取り上
げております。
また、都市機能の強化

や地域資源を活かした景
観づくり・道づくりなど、
地域の活性化につながる
「産業基盤」の整備を進め
るほか、水害・土砂災害
への対応力強化をはじめ、
良好な居住環境の整備や
地域公共交通の再生支援
など、県民一人ひとりの
安全で安心な暮らしを支
える「生活基盤」の整備

を計画的に進めることと
しております。
このほか、従来の事後

的な修繕から予防的な修
繕への転換など、計画的
な維持管理の実施により、
公共基盤の長寿命化にも
引き続き取り組んでまい
ります。
建設業界を取り巻く環

境は大変に厳しいものが
ありますが、建設業は本
県の重要な基幹産業であ
り、県民生活の向上や産
業の発展に不可欠な産業
として、重要な役割を期
待されております。
会員の皆様におかれま

しては、引き続き会員相
互の連携を通じて、技術
力、経営力の向上に努め
られ、県土整備の推進に
つきましても、なお、一
層のご尽力をいただきま
すようお願いいたします。
結びに、皆様の益々の

ご健勝をお祈りし、新年
のあいさつといたします。
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平成22年の年頭に当たり、
謹んで新春のお慶びを申し
上げます。
また、貴協会及び会員

の皆様には、日頃より労
働行政に格別の御理解と
御協力を賜り厚く御礼申
し上げます。
さて、県内の経済情勢は、
平成20年後半のアメリカ発
の金融不安による影響が平
成21年に入っても治まる気
配が無く、受注の減少や単
価の引き下げ、販売不振な

平成22年の年頭にあた
り、謹んで新年のお慶び
を申し上げます。
皆様には、日頃より国

土交通行政の推進につき
まして、ご理解とご協力
を賜り、厚く御礼申し上
げます。
昨年は、当事務所管内

おいては、幸いにも災害
による被害は、ほとんど
ありませんでした。しか
し、災害はいつ発生する
か予測できませんので、

今後も、防災対策や、い
かに「被害を減らすか」
という「減災」対策を最
重要課題として、関係の
各自治体との連携をより
強化し、取り組んでまい
ります。
河川関係については、

旧雄物川への洪水流の流
入防御のため設置した
「新屋水門」の改築工事に
着手しました。また、秋
田市内を流れる「雄物川」
と「旭川」を活用し、地
域を活性化することを目
指している「秋田地区か
わまちづくり」は、ワー

ど更に厳しい状況が続いて
おります。
この様な企業の厳しい経営
環境を反映して、大量解雇の
発生が相次ぐなど、雇用情勢
は一段と厳しさを増してお
り、有効求人倍率も0.2倍台
から～0.3倍台と厳しい水準
で低迷するなど、県内経済に
も深刻な影響が危惧される状
況が続いていることから、失
業された方に対する職業紹介
をより積極的に推進するた
め、職員や相談員の増員によ
る求人の掘り起こしを始めと
するマッチング機能の強化に
努めるとともに、「雇用調整
助成金」、「中小企業緊急雇用
安定助成金」の積極的な活用
による雇用の維持をお願いし
ているところであります。

年 頭 の ご あ い さ つ
秋 田 労 働 局 長

神 田 義 宝

年 頭 の ご 挨 拶
国土交通省 東北地方整備局

秋田河川国道事務所長

柴 田 久

また、この様な厳しい雇
用環境を反映して、法定労
働条件に関する申告・相談
事案の増加や、「助言・指
導」、「あっせん制度」も急
激に増加していることから、
これらの問題の迅速な解決
とともに、法令遵守の徹底
に取り組んでいるところで
あります。
労働災害につきましても、
経営環境の厳しさから派生
する「安全管理」の弱体化
の防止と死亡災害の根絶に
向けて「リスクアセスメン
ト」の普及や指導・監督を
通じた労働災害防止に積極
的に取り組んでいるところ
でありますが、依然として
建設業における死亡災害が
他産業に比較して多いこと
から、貴協会及び会員の皆
様の一層の取組の強化をお
願いいたします。
近年、多様な働き方や生

き方が可能な社会の実現に
向けて「ワーク・ライフ・

バランス（仕事と生活の調
和）」という考え方が普及し
ております。
いくら経済環境や経営環境
が厳しい事態にあっても、
絶対に、「過重労働」や「過
労死」を発生させない、よ
り充実した働き方を実現し
ていくことが社会の責務と
して強く求められているこ
とから、秋田労働局では、
当面する厳しい雇用情勢や
労働環境対策とともに、昨
年度、「秋田県仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）推進会議」から提
言されました、「あきた働き
方改革プラン」の実現に向
けても積極的に取り組んで
おりますので、今後とも一
層の御理解と御協力を御願
いいたします。
最後に、厳しい景況が続

いておりますが、貴会の
益々の御発展と会員の皆様
の御繁栄を祈念して新年の
あいさつといたします。

クショップ等を開催し、
それに関連する河川整備
を実施しました。
道路関係については、

一般国道7号象潟仁賀保道
路、仁賀保本荘道路及び
一般国道46号角館バイパ
スの改良工事を実施しま
した。また、一般国道７
号下浜道路は、調査・設
計等を実施しました。
平成22年は、河川整備

では、雄物川や子吉川の
治水安全度の向上を図り、
安全・安心な地域社会の
実現を目指します。
道路整備につきまして

は、日本海沿岸東北自動
車道などの道路ネットワ
ークの早期形成や道路交
通の課題への対応をする
ことにより、県内外との
地域連携、観光振興など
を通じた魅力と活力にあ
ふれる地域社会の実現を

目指します。また、公共
工事における品質確保の
向上とコスト縮減を図る
ため、総合評価落札方式
の一層の充実に努めると
ともに、ダンピング対策
の強化などにより、健全
な建設産業の発展、環境
の構築に努めるほか、所
管施設の日常的な点検・
維持管理を充実し、地域
の生活を支えている河川
や道路の機能を保つこと
で、より安全で暮らしや
すい生活環境の創造と社
会資本ストックの充実を
目指します。
最後に、当事務所の事

業の推進には、地域の皆
様、建設産業に従事され
る皆様のご支援が不可欠
であり、引き続きご理解
とご協力を申し上げ、年
頭のご挨拶とさせていた
だきます。



4

あけましておめでとう
ございます。平成22年の
新しい年を迎え、謹んで
新春のお慶びを申し上げ
ます。
平素は、本会の事業活

動に対しまして、格別の
ご支援・ご協力を賜り、
改めまして厚く御礼を申
し上げます。

さて、昨年を顧みますと、
最大の出来事は「政権交代」
でありました。「コンクリー
トから人へ」というスロー
ガンの下、誕生した新政権
の打ち出す様々な政策によ
り、われわれ建設業界を取
り巻く環境は一段と厳しい
状況になるのではないかと
強く懸念をしております。
我々建設業は、国内総生

産・全産業就業者数の1割弱
を占める基幹産業であると
ともに、国民の安全・安心
な暮らしの確保、日本の国
際競争力の維持・向上のた
めの魅力ある都市創り、環
境保護や老朽化する社会資
本の維持・改修等の社会資
本整備の担い手であり、ま
た、厳しい自然環境や、自
然災害の多発するわが国に
おける、除雪などの社会貢
献活動や災害時の応急・復
旧活動等、その地域にとっ
て重要な存在だと自負して
おります。

「政権交代」が起こり、
変化があるのは当然である
と考えますが、急激な変化
は大きな混乱を招き、特に
地方の経済や建設業界に重
大な影響が及ぶのではない
かと、危惧されるところで

平成22年の新春を迎え、

謹んで年頭のご挨拶を申し

上げます。

昨年は、創立45周年の節

目の年であり、創立45周年

記念全国大会及び各事業等の

実施にあたり、皆様方には、

格別のご支援、ご協力を賜り

厚く御礼申し上げます。

さて、建設業における労

働災害は、近年、着実に減

少を続けており、特に平成

21年における死亡災害は、

平成21年11月7日現在の速

報値ではありますが、過去

最少となった平成20年の同

時期より、さらに55人減少

し、274人となっております。

これも、会員の皆様をはじ

め関係者の方々の労働災害防

止への長年のご努力の賜と感

謝申し上げ、深く敬意を表す

る次第でございます。

当協会といたしましては、

労働災害の減少傾向を今後

とも堅持し、死亡災害の着

実な減少を図るべく、各種

の労働災害防止対策を一層

積極的に推進してまいる所

存であります。

一方、建設業を取りまく経

済環境は、建設投資の大幅な

減少、公共工事の削減などの

影響を受け、一段と厳しい状

況が予想されますが、いかな

る状況下にあっても労働災害

はあってはならないものであ

ります。建設業がわが国の基

幹産業として今後も健全に発

展していくためには、経営ト

ップの明確な安全衛生方針の

もとに、自主的労働災害防止

活動を積極的に展開し、誰も

が安心して働くことのできる

職場づくりを推進していくこ

とが不可欠であります。

新たな年を迎え、当協会

では、企業の自主的な労働

災害防止活動を一層積極的

に支援することとしており、

特に「建設業労働安全衛生

マネジメントシステム（コ

スモス）」については、建設

事業場が円滑にシステムを

構築し、実施運用できるよ

うにするため、コスモス構

築企業支援サービス等の充

実・強化に努めることとし

ております。

また、本年についても労

働災害発生状況、行政施策

等の動向をふまえ、ニーズ

に即した教育研修事業を開

発し、本部、支部ともに積

極的に推進してまいる所存

であります。

さらに、安全衛生意識の高

揚並びに安全衛生管理に係る

ノウハウと情報の共有化を図

るために毎年開催しておりま

す「全国建設業労働災害防止

大会」については、本年、

10月21日、22日の両日、宮

城県仙台市において開催する

予定でございますので、皆様

方のご支援、ご参加をお願い

申し上げます。

会員各位の益々のご健勝

とご発展を祈念いたしまし

て、新年のご挨拶とさせて

いただきます。

ございます。新政権には是
非とも、中長期的視点に立
った建設産業政策方針、ビ
ジョンを早急に示していた
だきたいと思います。そし
て、真に汗をかき、努力を
している企業が正当に評価
される公共調達制度の確立
について、前向きに議論が
できるのではないかという
期待もしておりますと同時
に、これらの政策を決定す
る際には、われわれ現場の
意見を幅広く聞いて頂きた
いと強く願っております。

一方、建設業界や公共事
業が、国民・社会から正し
く理解されていない状況に
あることも事実です。この
ため本会といたしましても、
引き続き建設業の社会貢献
とイメージアップ活動等の
推進、法令遵守の徹底と企
業の社会的責任への対応の
推進、適正な入札契約制度
への対応、雇用対策と労働
災害防止対策の推進等、
様々な問題に対して積極的
に取り組むとともに、本会
の事業目的である「建設業
を経済的、社会的及び技術
的に向上させ、建設業の健
全なる発展を図り、併せて
公共の福祉の増進に寄与す
ること」という基本方針に
則り、国民・社会に建設業
が担っている役割を正しく
理解してもらうよう活動を
行ってまいります。

厳しい状況下ではありま
すが、建設業界が活力ある、
若者が将来を託せる、魅力
ある業界となるよう、精一
杯努力してまいる所存です
ので、皆様方の一層のご支
援とご協力をお願い申し上
げます。
皆様方のご健康・御活躍

を祈念いたしまして、新春
のご挨拶といたします。

年 頭 所 感
社 団 法 人 　 全 国 建 設 業 協 会

会　長　淺　沼　健　一

新 年 の ご 挨 拶
建 設 業 労 働 災 害 防 止 協 会

会　長　錢　高　一　善
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平成22年の新春を迎え、

謹んでお慶び申し上げます。

皆様には、昨年も建退共

制度に多大なご支援、ご協

力を賜りまして、厚くお礼

申し上げます。

建退共制度は、建設技能

労働者など工事の第一線で

働く方々の福祉の増進と建

設業を営む中小企業の振興

を目的として中小企業退職

金共済法に基づき昭和39年

に創設され、本年で46年目

を迎えます。

この間、経済社会情勢の

変化とともに建退共制度も

幾多の変遷を経てまいりま

したが、関係各位のご支援、

ご協力により、業界内に着

実に定着してまいったとこ

ろでございます。

しかしながら、建設業、

とりわけ地域における中

堅・中小の建設業にあって

は、近年大変厳しい経営環

境のもとにあり、建退共に

おきましても共済契約の新

規加入所数の減少が続いて

おります。このような状況

の中、「独立行政法人勤労

者退職金共済機構中期計画

(第二期)」（平成20年度～

平成24年度）の初年度に当

たる平成20年度は、新規加

入被共済者の目標13万6千

人に対しまして加入実績は

13万7,341人、101%の達

成率となりました。

また、昨年実施いたしま

した本制度に関する実態調

査におきましては、共済契

約者の方々を始めとする関

係各位に多大なご協力を賜

りましたが、当機構といた

しましては、この実態調査

の結果や日頃いただいてい

るご意見等を退職金共済事

業に反映させ、業務の簡素

化・迅速化、最新情報の提

供等サービスの向上を着実

に行ってまいりたいと考え

ております。

今後、業務・システム最

適化計画が実行の段階に入

って参ります。その過程で

は諸様式の変更など退職金

共済システムの見直しが避

けられないところですが、

この見直しは、共済契約者

の負担の軽減と的確な退職

金共済事業運営に繋がるこ

とを目指しておりますの

で、皆様方には、何卒ご理

解とご協力を賜りますよう

お願い申し上げます。

最後に、厳しい経済情勢

のもとではありますが建退

共制度を支えていただいて

おります貴協会並びに会員

の皆様の益々のご発展、ご

健勝を祈念いたしまして、

年頭のご挨拶とさせていた

だきます。

新 年 の ご 挨 拶
独 立 行 政 法 人 勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構

理 事 長 樋　爪　龍太郎

明けましておめでとうござ
います。
新春を迎えるに当たり、謹

んでご挨拶を申し上げます。
世界経済は、昨年の後半に
なってリーマンショック以来
漸く本格的な回復に向かって
動き出しました。一方、国内
経済は学卒者の就職内定率が
「氷河期」に次ぐ低水準にあ
る等雇用も依然として厳し
く、自立的な回復にはまだま
だ程遠く、昨年11月には政
府もわが国経済はデフレ状況
であるとの見解を公表するに
至っております。又、昨年末
から顕著になっております円
高、株安、景気の二番底到来
の懸念等、経済の先行きには
まだ楽観が許されないものが
あります。
建設業界におきましては、

小泉政権以来続いております
公共投資の減少が、昨年9月
にスタートしました新政権に
おいてもさらに抑制されてい
ることは、わが国の発展に必
要な経済の成長と社会資本の
充実を図る上で誠に由々しき
問題であるといわなければな
りません。しかもこのしわ寄
せが地方の中小建設業者まで
も加速的に波及し、地域住民
の生存にとって一番大切な地
域の安全と安心が崩壊されつ
つある現状は看過できない問
題であります。建設業こそ正
に国家の存立にとって極めて
重要な基幹産業であります。
建設業界の正当な主張の叫び
が一日も早く政権の中枢にま
で届き、公共事業の必要性が
再度的確に認識され、業界に
明るい環境が回復されること
を切望するものであります。
このような厳しい建設業界

にあって共済団は、各都道府
県建設業協会及び支部並びに
地区協会のご協力をいただき

ながら、事業計画に掛金収入
約35億円の達成目標を掲げ、
一昨年度からスタートした新
共済制度への加入促進と更新
契約の確保に努めてまいりま
した。その結果は、当初の計
画に沿って概ね順調に推移し
ております。これもひとえに
皆様方のご理解とご協力の賜
物と感謝しております。
しかしながら、近年の共済

団の業況を省みますと、残念
ながら加入者数の漸減傾向が
続いております。私共はこの
傾向を反転させていくための
努力を今後とも傾注してまい
ります。
さらに、当団の中長期的な

課題には、公益法人改革、改
正保険業法問題があります。
これは、平成25年11月末日ま
でに現在の公益法人を新制度
に移行させるとともに、同日
以降の共済制度の運営を改正
保険業法に沿った形に改めな
ければならないという問題で
あります。
私共といたしましては、こ

の問題については現行の共済
制度を引き続き継続運営して
いくという基本的観点に立脚
し、当問題にかかる政治及び
行政の動きを十分見極めつつ、

(1)当団の共済事業を改正保険
業法から適用除外させるた
めの要請活動の実施

(2)上記が認められない場合に備
えての事業協同組合の設立等
適切な対応策の精査検討

を進める等当団の進むべき基
本的な方向を樹立して参りた
いと考えております。
以上申し上げましたように

当団は短期、中長期の課題を
抱えておりますので、皆様方
には一層のご理解をいただき、
特段のご支援ご協力を賜りま
すようお願い申し上げる次第
であります。
年頭にあたり、皆様方の今

後益々のご隆昌とご健勝を心
からお祈り申し上げ、ご挨拶
といたします。

年 頭 の ご 挨 拶
財 団 法 人 　 建 設 業 福 祉 共 済 団

理 事 長 吉　田　一　彦
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新年明けましておめでと

うございます。年頭にあた

り謹んでお慶びを申し上げ

ます。

平素より皆様には、前払

保証・契約保証事業の推進

につきまして、格別なるご

理解ご支援を賜り、厚く御

礼申し上げます。

さて昨年は８月の衆議院

議員総選挙での民主党によ

る政権交代が実現したこと

で、日本経済は大きな節目

を迎えました。

一年を振り返りますと、

昨年の初めに当時の自民党

麻生政権は、20年度第一次、

第二次補正、21年度当初予

算で総額75兆円の「三段ロ

ケット」で切れ目ない景気

対策を打ち出した他、5月

には13兆円の補正予算を成

立させ、世界同時不況から

の脱出をめざしました。

こうした中、国土交通省

は５月に都道府県に対し

て、公共事業の大幅な前倒

し執行や最低制限価格等の

引上げ、地域要件の見直し

等を緊急に要請したことか

ら、当支店での4月～10月

間の公共工事保証取扱高で

も請負金額では前年度同期

「 謹 賀 新 年 」
東 日 本 建 設 業 保 証 株 式 会 社

秋 田 支 店 長 舛　屋　成　一

明けましておめでとうご
ざいます。
平成22年の新春を迎え謹

んでお慶び申し上げます。
我が国経済は、一部に持

ち直しが見られるものの依
然として生産活動の縮小や
雇用不安が進行し、加えて
海外景気の悪化リスクが存
在する等極めて不安定な経
済情勢の中で新年を迎えま
した。新政権には大胆な景
気雇用対策の実施をはじめ、

持続的経済成長を確かなも
のとする政策運営が求めら
れております。
建設業は公共施設の建設

及び維持・管理を担い、地
域住民の安全・安心を守り、
多くの雇用を支える我が国
の基幹産業であることはい
うまでもありません。しか
し、公共投資の一層の減少
や景気の落ち込みによる民
間投資の急減等将来展望が
全く拓けない諸情勢に直面
し、建設業界が未曾有の危
機に瀕していることは誠に
残念なことであります。
当基金では国の施策に沿

い、昨年1月には「建設業金
融円滑化事業」を、6月から

年 頭 所 感
財 団 法 人 　 建 設 業 振 興 基 金 　

理 事 長 鈴　木　政　徳

は「建設業下請資金繰り支
援事業」を実施し、下請企
業も含めた建設企業への資
金供給面での支援事業を拡
充強化しました。更に地域
の建設業団体が地元公共団
体や異業種団体等と連携し
て建設業の再生や雇用の維
持拡大を図ることにより地
域の活力を高める「建設業
と地域の元気回復助成事業」
を国の指導のもと実施する
等建設業の振興に資する諸
事業の効率的執行に努めて
参りました。
今年も引き続き各種の構造
改善事業をはじめ、CI-NET
の普及等を進める情報化推進
事業、建設業経理士等の検定
試験及び特別研修、建築及び
電気工事施工管理技術検定試
験、監理技術者講習等々の事
業を実施し、技術力・施工力
及び経営力の向上に真摯に取

り組む建設企業のご努力に少
しでも役立つよう尽力して参
ります。
当基金は、今年、創立35

周年を迎えます。官民一体
となって建設業の近代化・
合理化を推進するという基
金設立の原点に立ち返り、
行政及び関係団体の皆様と
緊密な連携のもと、役職員
一丸となって目的達成に努
力して参ります。
関係各位の皆様におかれ

ましては、今後とも当基金
の業務運営につきまして従
前と変わらぬご指導・ご支
援を賜りますようお願い申
し上げます。
最後に、皆様のご多幸と

ご健勝を祈念申し上げまし
て年頭の挨拶とさせていた
だきます。

比28％の増加となり、こう

した政策による景気刺激効

果が期待されました。

しかし年後半には景気の

停滞色が強まるとともに、

民主党政権では、21年度補

正と22年度予算での公共事

業費大幅削減が打ち出され

たことで、本年以降、建設

業界への深刻な影響が心配

されるところであります。

このように建設業界を取

り巻く環境の厳しさが続く

ものと予想されますが、一

昨年、国土交通省と総務省

が連名で、地域の建設業の

経営改善が早急に必要であ

るとして地方公共団体に対

し、「緊急総合対策」を要

請いたしました。

これにより、県内市町村

では前払金制度の改善が

徐々に進んで参りました

が、当支店としては本年も

引き続き、市町村に対し前

払率の一律40％の適用と中

間前金払制度の整備に尽力

していく所存であります。

また、金融面での支援と

いたしまして、当社子会社

の株式会社建設経営サービ

スでは、従来からのコンサ

ルタント業務のほか、新た

に金融業務も実施いたして

おります。詳しくは同社の

ホームページに掲載されて

おりますので、ご覧いただ

ければ幸いです。

関連会社の日本電子認証

株式会社の認証サービスと

もども、ご愛顧のほどお願

い申し上げます。

終わりに協会員皆様のご

健勝とご繁栄を祈念申し上

げまして、新年のご挨拶と

させていただきます。
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新年明けましておめでとう
ございます。平成22年度の新
春を迎え謹んでお慶びを申し
上げます。
昨年は世界金融危機の影響

で経済は低迷が続き、政府は

新年度予算にも補正予算を組
んで経済対策に取り組んでま
いりました。公共事業も緊急
経済対策として盛り込まれ、
幾分これまでと風向きも変わ
ってきたと感じていたところ
でありました。
一方麻生政権は経済対策を

優先して任期間際まで政権を
維持したものの、事前の予想
どおり民主党が大躍進して歴
史的な政権交代がなされたの
であります。
新政権は「コンクリートか

ら人へ。」をキャッチフレーズ
に掲げ、09年度補正予算
9,170億を執行停止とし、10
年度公共事業14％削減、大型
直轄事業の見直しなど次々と
公共事業の削減方針を打ち出

副 会 長

北　林　一　成

直接的効果と雇用創出等間接
的効果の定量的説明による必
要性の理解促進、低入札対策
の強化等による適正な工事価
格の確保、入札ボンド方式の
導入等入札制度の見直し、設
計変更ガイドラインの適正な
運用による円滑な施工、品質
確保に向けては、ワンデーレ
スポンス・三者協議の拡大等、
制度改革が必要であるものと
捉えております。

種の起源の著者ダーウィン
は、「唯一生き残れるのは、
最も強い者でも最も賢い者で
もない、変化できる者である」
との名言を残しております。
我が業界においては、変化の
一つの視点として「技術と経
営に優れた企業への転換の推
進」を位置づけ、地方経済の
活性化、雇用の確保、災害対
策支援を担う建設業界その会
員の存続のため、情報の的確
な収集と発注者に対する意見

提案、建設技術力向上、労働
安全衛生対策の強化、会社経
営力向上等、機動力ある取り
組みを実施していかなければ
ならないものと考えておりま
す。

政府・与党は、公共事業を
含む7.2兆円の緊急経済対策
を決定しました。
景気の二番底の回避及び疲

弊している地域経済の下支え
の効果を大いに期待したいも
のでありますが、しかし今年
は業界に対して、更に厳しい
試練が待ち受けているものと
覚悟しなければなりません、
皆様と共に一致団結してこの
難局を乗り越えて行かなけれ
ばならないものと考えており
ます。
会員の皆様の一層のご協力

とご支援をお願い申し上げま
すと共に、皆様のご健勝とご
繁栄をお祈り申し上げまして、
年頭のご挨拶といたします。

新年明けましておめでとう
ございます。
平成22年の年頭にあた

り、謹んで新春のお慶びを
申し上げます。
昨年を顧みますと、リーマ

ン・ショックの煽りを受け、
世界経済全体が「100年に一
度」と言われる大不況の中で
スタートしたところでありま
す。しかし、リーマン・ショ
ックから脱出したものの、11
月にはドバイショックに見舞
われ、デフレ、雇用不安、格
差社会、円高、株安、財政赤

字と経済危機は相変わらず続
いております。

政治に目を向けますと、8月
の衆院選で政策の偏重など自
民党政治に対する不満と民主
党に対する「チェンジ」への
期待感から、歴史的政権交代
が実現してしまいました。
民主党政権は、「コンクリー
トから人へ」の方針により、
予算配分をこれまでの公共事
業でなく、子供手当など直接
家計に分配し内需拡大につな
げるとする、政策転換を打ち
出しました。

これに伴い、10年度予算概
算要求で、対前年度比実質的
削減率を17％とし、11年度以
降も更に削減するとしていま
す。現状では、これ以上削減
されると我が業界は確実に大
打撃を受けることは必至であ
るものと受け止めております。
このため、社会資本整備の

副 会 長

村　岡　淑　郎

し“予算の獲得”“システム
を優位に持っていく、その為
の選挙応援”等を通じて協会
という団体の存在意義が強く
発揮されていたのではない
か・・・。私はよくイワシの
大群が大きな魚に模倣して敵
から身を守る事を考えます。
今私たちの業界はイワシ一匹
一匹が群れから外れ、敵の餌
食になっているような気がし
てなりません。

今年は参議院選挙がありま
す。今まで少しバラついた私
共もこういう事を機会に少し
まとまり、同じ目線でものを

見て行こうではありません
か。そうすれば現状を打破し
て行く糸口が見つかるかも知
れません。皆様方が子供同志
の物の取り合いのケンカを仲
裁する時どうやって仲裁する
のかが、私は原点だと思いま
す。私たちは大人です。大人
の気持ちを持ってこれからの
混迷する時代を歩まなければ
大ケガをすると思われます。

今年一年皆様方が大ケガを
しないようお祈りし、年頭の
挨拶とさせて頂きます。今年
もよろしくお願い致します。

新年あけましておめでとう
ございます。本年が皆様方に
とって良い年でありますよう
お祈り申し上げます。

景気が上向きになりかけた
と思えば二番底が来てW字形
の回復になるような事が囁か
れ、従って回復が遅れる見通
しとなっている中、政権運営
も定まらないまま迷走してい
る日本丸はいったいどこに向
かっているのでしょうか？

そもそもどうしてこういう
事になったのか私なりに考え
てみますところ、ひとつには
平準化等により縦の線の繋が
りが希薄になった事が要因と
なっているのではないかと思
うのであります。ちょっと前
までは私共の業界は一致団結

副 会 長

伊　藤　俊　悦

しました。
建設経済研究所は鳩山新政

権の方針の下での2010年度見
通しを出しておりますが、名
目建設投資は41兆600億円で
1970年代後半の水準まで落ち
込み、建設就業者は50万人が
職を失うと予想しております。
建設業界は小泉政権時代の

公共事業不要論や予算の削減
で疲弊し、業界の再生をかけ
て様々な制度改革に取り組み、
ようやく幾分明るさが見えて
きた矢先であり、また真冬の
時代にもどったという感であ
ります。
日本の少子高齢化社会や財

政再建の観点から改革をすす
めていく必要性は理解できる
にしても、公共事業の必要性

や建設産業が担ってきた役割、
地域の実態をしっかりと顕彰
したうえで、社会基盤整備戦
略と建設産業政策方針を明確
にし、方向性を打ち出してほ
しいものであります。
私共はこの厳しい環境を、

むしろ地方にとって公共事業
の必要性を訴える機会ととら
え、ひるまずに関係各機関に
情報を発信し、またこれまで
進めてきた公共調達制度のさ
らなる改革にむけて努力をし
ていかなくてはならないと考
えます。
本年も関係各位の皆様の一

層のご支援、ご協力をお願い
申しあげますとともに皆様の
ご健勝、ご多幸をお祈りしま
して新年の挨拶といたします。
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新年あけましておめで
とうございます。平成22
年の年頭にあたり、謹ん
で新春のお慶びを申し上
げます。
昨年、8月30日に第45

回衆議院議員総選挙が行
われ、民主党が過半数を
上回る議席を獲得し、戦
後初の政権交代により、
民主党鳩山政権が誕生し
ました。新政権の社会基
盤整備に係る主な政策は、
「コンクリートから人へ」
という主張に基づき、ダ
ム建設事業については治

水や利水の必要性を再検
討し、道路建設事業につ
いても費用対効果を検討
した上で実施する等、国
の大型直轄事業の全面的
な見直しが行われており、
国内公共工事は平成23年
度以降も縮減するとして
おります。
こうした建設行政が施

行され、我々建設業界は、
依然として大変厳しい経
営環境に直面しておりま
す。特に、公共事業全体
が一律無差別に削減され
た事による地方への影響
は多大であり、本県のよ
うに整備の遅れている地
方への予算配分について
の配慮を強く希望すると
ともに、経済が危機的状
況にある今こそ、内需拡
大による立て直しへ向け、
公共事業の積極的な実施
が必要であり、建設業の
健全な成長が国民の利益
に繋がる、という認識に

山 本 支 部 長

大　森　三四郎

基づいた政策が施行される
ことを期待しております。
近年、能代山本管内では
平成19年9月の「秋田県豪
雨災害」や平成21年7月の
「梅雨前線に伴う大雨によ
る出水」、10月の「竜巻発
生」時において多数の被害
等がありました。建設業界
の役割として、地域住民の
生命と財産を守り、安全で
快適な社会の創造に寄与す
ることはもとより、災害が
発生した場合には、いち早
く現場に駆け付け迅速に応
急復旧を行い、ライフライ
ン等の復旧を通じ住民生活
を取り戻す働きが求められ
ております。こうした社会
的使命を果たすためには、
企業自らが継続して事業活
動ができる体制になければ
ならず、平常時から行うべ
き対策と災害時にとるべき
手段・方法を計画として定
め、これを積極的に実践し
見直しを行っていくことが

必要とされることから、
昨年当協会では（社）秋
田県建設業協会と共催し、
BCP（事業継続計画）策
定説明会並びに災害情報
共有システムを活用した
災害訓練を実施いたしま
した。会員企業の策定へ
の理解を深め、関係省庁
並びに地域住民と連携し
ながら、いざという時に
頼れる業界としての役割
を強化し、建設業界の社
会的意義を磨き上げ、一
致団結してこの厳しい時
代を乗り越えていかなけ
ればならないと思ってお
ります。
本年も、会員各位をは

じめ関係者の皆様の一層
のご協力とご支援をお願
い申し上げますとともに、
皆様の益々のご健勝とご
繁栄をお祈り申し上げま
して、年頭のご挨拶とい
たします。

新年あけましておめでと
うございます。
平成22年の年頭にあた

り、謹んで新春のお慶びを
申し上げます。
さて、我々建設業を取り
巻く環境は、米国の金融危
機に端を発した不安が現在
も日本経済に影響を与え、
我が国における長年の公共
事業削減に追い打ちをか
け、地域格差の拡大などい
ままで経験したことのない
厳しい経営難に直面してお

ります。
そして、公共事業のさら
なる削減を掲げている新政
権には、疑念を抱かない訳
にはいかないと思います。
公共事業の大幅な削減

は、内需拡大に多大な影響
を与えると共に、価格競争
の激化を招き相次ぐ低価格
での受注競争は、我々建設
業の収益を極端に低下させ
て多くの企業倒産、廃業へ
といかざるを得ない現状と
なっております。
そして、国土交通大臣の
インタビューにおいては、
大手ゼネコンは海外進出に
向けた取り組みを、海外へ
進出できない業者は、生き
残りをかけて頑張るか、転
業するか生きる道はないな
どと厳しい発言を繰り返し
さらなる公共事業の削減に
含みを持たせたメッセージ

鹿 角 支 部 長

村　木　通　良

を発しております。
又、新政権においては、

コンクリートから人へをキ
ャッチフレーズにマニフェ
ストでの公約を果たすこと
で内需拡大を図ろうとして
おります。
はたして、正しい選択肢
なのでしょうか、疑問に思
います。
主要国においては、公共
投資で内需拡大を図ろうと
しており我が国において
は、まさに逆行していると
しか考えられません。
高齢化社会に突入してい
る今、社会資本の整備は、
医療、福祉の充実にもつな
がるまさにインフラ整備で
あることを忘れてはいけな
いと思います。
又、身近な問題として、

秋田県における入札制度の
見直しがあります。

これまで抜本的な見直し
を要望、申し入れに対し多
少ではありますが改正され
た部分もあります。引き続
き完全実施に向けた取り組
みを秋田県建設業協会会員
が一丸となり関係機関に働
きかけていけたらと思いま
す。
新年度は、公共事業のさ
らなる削減が懸念される
中、不安さえ感じておりま
すが、安全、安心して暮ら
せる社会資本の整備の確実
な実施により地域発展に貢
献できるよう心がけたいと
思います。
会員の皆様におかれまし
ては、新年を迎えるにあた
り希望に満ちた平成22年
でありますよう心よりお祈
り申し上げ年頭の挨拶とし
たいと思います。
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新年あけましておめで

とうございます。謹んで

新春のお慶びを申し上げ

ます。

一昨年秋以降の金融危

機がもたらした未曾有の

世界同時不況が続く中、

我が国では8月の総選挙で

民主党が大勝し、自民党

から民主党へと政権が交

代しました。小泉前政権

から公共事業予算の大幅

な削減が続いている我が

建設業界は、民主党が掲

げた「コンクリートから

人へ」の提言により、さ

らなる公共事業予算の削

減が予想され、今まさに

“とどめ”を刺された感が

あります。政府では、建

設業からの業種転換等を

進めておりますが、現在

の雇用を維持しながらの

新分野への進出は容易で

はなく、なかなか具体的

な手を打てないのが現状

です。

また、秋田県は全国に

先駆けて「少子高齢化」

が進み、若年者の「県外

流出」と相俟って、毎年1

万人以上の人口が減少し

ており、地域基盤の弱体

化は避けられず、中央と

地方の格差がさらに広が

るのではないか、と非常

に危惧しております。

さて昨年来、県当局か

らは数回の「入札制度の

改正」をいただきました。

しかしながら、まだ適正

な利益の出る価格には達

しておりません。これか

らも、なお一層の改正を

お願いしたいものです。

そして我々業界もまた、

低価格での落札をそろそ

ろ卒業してもよい時期に

きているのではないでし

ょうか。地域社会に根ざ

し、災害時等に地域に貢

献することで信頼を得、

期待される、すそ野の広

い業界をめざさなければ

なりません。そして、優

れた人材が育ち、いつま

でも安心して働ける魅力

ある業界にしていかなけ

ればなりません。

今年は“寅年”です。

日本は、今まで“アジアの

雄”と言われてきましたが、

“張り子の虎”にならない

ように、時にはすばやく、

そしてどっしりと構えてい

きたいものです。

これから、協会では

「公益法人化」等いろいろ

課題がありますが、今年1

年、皆様のご健康とご多

幸をお祈り申し上げます。

秋 田 支 部 長

加　藤　憲　成

新年明けましておめで

とうございます。謹んで

新春のお慶びを申し上げ

ます。

この12月から前支部長

の後を引き継いで、支部

長代行を拝命いたしまし

た。微力ではありますが、

本・支部協会の運営と業

界発展のために、協会員

への特段の配慮を心掛け

て職務を遂行する所存で

あります。

さて、昨年を振り返って

みますと、我が国に於いて、

特に経済情勢は景気が大き

く悪化局面に入り、建設分

野のみならず、他の産業分

野においても雇用縮小が拡

大するなど、日に日に厳し

さを増し、さらに世界的な

原油・原材料価格の高騰、

あるいはアメリカの金融不

安が端を発した影響による

世界金融市場の混乱等、常

に景気の先行きには強い不

透明感が漂っていました。

特に、中小建設業者が多

く点在する地方において

は、大きな格差がさらに生

じる状況が続いており、建

設業界においても公共事業

費の大幅な削減や過度な入

札価格競争の激化によって

これまで以上に厳しい経営

環境に直面している現状で

あります。

昨年夏、政権が自民党

から民主党へと移り替わ

りました。特に新政権で

は「コンクリートから人

へ」という言葉を掲げ、

ダムや道路整備などの公

共事業に頼らない人にや

さしい政治へと大きく変

換しました。ただ、地方

経済の発展は、公共事業

の投資拡大をなくしては、

経済への波及効果はない

と言っても過言ではない

かと思います。

今までのこの業界は、

公共事業も“緊急経済対

策”という直球のボール

に対応できていたはずが、

新政権が打ち出す政策全

てが変化球に変わってし

まい、この業界が今後、

対応あるいは適応するた

めにはまだまだ時間がか

かるものと思われます。

しかしながら、新政権

が今そこにある経済危機

からの脱却を最優先課題

とし、確実に景気回復を

果たし、特に地方経済を

疲弊させないように社会

資本整備を着実に進めら

れるものであることを願

いたいものであります。

今年一年、会員並びに

関係各位の皆様のご健勝

とご繁栄を祈念いたしま

して、年頭のご挨拶とい

たします。

仙 北 支 部 長 代 行

仲 野 谷 　 藤 吾
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謹んで新年のお慶びを
申し上げます。
昨年は天皇皇后両陛下

が金婚式、そして御即位
20年を迎えられたおめで
たい年でありました。
50年前といえば、秋田

まごころ国体を前にし、
普及し始めた白黒テレビ
で皇太子殿下のご成婚パ
レードを見、日本社会が
まだ見ぬ明日へ向け経済
成長の坂道を一気に駆け
上がろうとしていた時代
でありました。
その間、建設産業界は、

戦後の県土復興に力を注
ぎ、昭和40年代前半から
のバス路線の舗装を中心
とした道路整備、豪雨・
豪雪災害の復旧事業に奔
走し、新しい秋田の創造
に向けた行政の政策推進
の一役を担ってきました。
また、地方から都会へ

流出した人口が日本経済
を支える一方で、地方の
建設業は労働（雇用）を
通して、地方を守り、失
われつつある地域の「社

会」（コミュニティー）、
伝統文化をも守ってまい
りました。
平成9年5月に発生した

八幡平地区の地すべり災
害においては、建設産業
界が一丸となって対応し、
流域の砂防施設が下流の
集落を始め尊い人命を見
事に守ってくれました。
このように地方には地方
の生活スタイルや産業構
造があり、これを考慮し
ないと地方はさらに疲弊
します。
新政権は地方が公共

事業に代わる雇用の場
をどう創出すべきかの
将来ビジョンは何も示
していません。
地方の再生と格差是

正に向けた地方版社会
資本整備が必要です。
今、経済危機からの脱

却が最優先課題であり、
日本経済を確実な回復軌
道に乗せ、切れ目のない
内需型景気浮揚策が必要
であり、それは社会資本
整備への確実、継続的な
投資であります。
新政権は地方の多くの

意見を聞き、地域経済疲
弊につながる公約は勇気
を持って修正すべきであ
ります。
平成22年の年頭に当た

り会員皆様の、益々のご
健勝と、ご発展を祈念い
たしまして新年の挨拶と
いたします。

専 務 理 事

堀 江 敏 明

謹んで新年のお慶びを申
し上げます。
一昨年発生したアメリカ
発の金融不安は、昨年も、
尾を引いており、各国とも
引き締めた経済政策の緩和
に努め、欧米各国や中国な
どの主要国をはじめ、世界
各国で、公共事業を中心に
した景気の回復を図ってお
ります。
そのような中、我が国は、
エコポイント制度や公共事
業費の増額などの追加補正
によって、GDPが上向く
など一定の成果をみており
ましたが、政権の交代によ
り、公共事業費の組み替え
など予算の見直しが図られ
ておることについては、遺
憾に思います。
デフレ経済の中で、速や
かな景気対策を行わない
と、ますますスパイラルな
状況を生み出してしまうと
考えております。
国民生活や経済社会活動

を支えるためには、地方が
必要とする道路整備を確実
に進めていく必要があると
思っております。
地方の経済は、公共事業
の投資・拡大なくしては、
経済への波及・拡大もない
と言っても過言ではないと
考えております。
公共事業の拡大は、雇用
の拡大を生み、若者の定着
率を高め、ひいては、その
地域に活気を産み出すもの
と考えております。
現政府の方策は、マニュ
アルどおり実施されるとす
れば、子育て給付や農家の
所得保障など子どもや農家
の人々に対しては、手厚い
政策であると認識しており
ますが、経済の循環からみ
たらどうでしょう。公共事
業への投資のようには、外
部経済を刺激しないと思い
ますし、景気回復へのイン
パクトは、少いと考えます。
今後、現政権が景気を刺
激し、景気回復へ向かうよ
うな政策を打ち出してくれ
ることを願っております。
本年も、関係各位皆様の
一層のご支援・ご協力をお
願い申し上げますととも
に、皆様のご健勝・ご繁栄
を祈念いたしまして、年頭
のご挨拶といたします。

雄 勝 支 部 長

菅  良 弘
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旦
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